
Ⅰ．貸  借  対  照  表

(平成２１年４月３０日現在)

　　（単位：百万円）

科      目 金     額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 ２５，９４７ 流 動 負 債 １７，８５８

現金及び預金     ３，７７８ 買掛金 １１，６０７

受取手形 １ 一年内返済予定長期借入金 ２００

売掛金 ２，０５８ 短期リース債務 １２８

商品 １２，５１３ 未払金 ６８１

貯蔵品 ３６ 未払費用 １，９３１

預け金 ４，９９１ 未払法人税等 ２３０

前渡金 ２２ 預り金 １，４６２

前払費用 ７５２ 前受収益 ９

短期貸付金 ９８ ポイント引当金 １４７

未収入金 １，８３６ 一年内返済予定長期未払金 ３７５

その他 １０ 未払消費税等 ４１３

貸倒引当金 △ 　１４８ 店舗撤退損失引当金 ２２

その他 ６５２

固 定 資 産 ３５，３３２ 固 定 負 債 １１，７９８

 有 形 固 定 資 産 ２０，１３２ 長期借入金 ６００

建物 ８，０８８ 長期リース債務 １５９

車両運搬具 ０ 長期未払金 ７，８６２

工具器具備品 ２，１０２ 預り保証金 ２，２１９

土地 ９，９４２ デリバティブ負債 ９５８

 無 形 固 定 資 産 １，０２３

借地権 ７８９ 負 債 合 計 ２９，６５６

ソフトウエア ２３２ ( 純 資 産 の 部 )

その他 ２ 株主資本 ３１，９４８

 投 資 そ の 他 の 資 産 １４，１７７ 資  本  金 ４，０００

投資有価証券 ２，６４５

関係会社株式 １１ 資本剰余金 ５，５１６

長期貸付金 ９７  資本準備金 ５，５１６

関係会社長期貸付金 １，０４２

長期未収入金 ５７６

長期前払費用 ４９ 利益剰余金 ２２，４３３

長期性預金 ２５  その他利益剰余金 ２２，４３３

敷金保証金 １１，９７１ 繰越利益剰余金 ２２，４３３

破産更生債権等 ９３２ 評価・換算差額等 △　３２５

その他 ７０９ その他有価証券評価差額金 △　３２５

貸倒引当金 △ ３，８８０

純　資　産　合　計 ３１，６２３

資  産  合  計 ６１，２７９ 負債・純資産合計 ６１，２７９

科      目 金     額



Ⅱ．損  益  計  算  書

自 平成２０年 ５月　１日

至 平成２１年　４月３０日

（単位：百万円）

科            目 金           額

売上高 １１１，１７４

売上原価 ８２，４３３

売上総利益 ２８，７４１

営業収入

店舗賃貸料 ６，７７８

料金収入 ８７５ ７，６５３

営業総利益 ３６，３９４

販売費及び一般管理費 ３６，１２６

営業利益 ２６８

営業外収益

受取利息及び受取配当金 １７３

その他 １４９ ３２２

営業外費用

支払利息 ２５７

デリバティブ損失 ８７８

その他 ２２７ １，３６３

経常損失 　７７４

特別利益

前期損益修正益 ５６

事業譲渡益 １５，２６８

退職金確定債務戻入益 １，９９７

その他 ７３１ １８，０５３

特別損失

前期損益修正損 ５３

固定資産除売却損 ９３

店舗整理損 ４２

リース資産解約損 ４２

貸倒引当金繰入額 ２００

その他 ４９ ４７９

税引前当期純利益 １６，８００

法人税、住民税及び事業税 ２３９

当期純利益 １６，５６２



（単位：百万円）

株　　主　　資　　本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金 株主資本

合計

前期末残高 ５,５１６ ５,８７１ ５,８７１

当期変動額

　当期純利益 1６，５６２ １６，５６２

当期変動額合計 1６，５６２ １６，５６２

当期末残高 ５,５１６ ２２，４３３ ２２，４３３

評価・換算差額等

純資産合計

　

 

前期末残高

当期変動額

　当期純利益

当期変動額合計

当期末残高

利益

剰余金

合計

資本金

資本

剰余金

合計

資本準備金

５,５１６

繰越
利益

剰余金

△　３２５

△　３２５

０ １５，３８６

Ⅲ．株主資本等変動計算書

４,０００ １５,３８６

　自　平成２０年 ５月　１日

　至　平成２１年　４月３０日

１６，５６２

評価・換算

差額等合計

１６，５６２

４,０００ ３１，９４８

３１，６２３

１６，２３７

△　３２５

１６，５６２

△　３２５

△　３２５

△　３２５

　株主資本以外の
　項目の当期変動
　額（純額）

　株主資本以外の
　項目の当期変動
　額（純額）

△　３２５

０

その他有価証券

評価差額金

５,５１６



Ⅳ．個別注記表

   重要な会計方針に係わる事項

1.有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

（２）その他有価証券

　　　①時価のあるもの

　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　　　売却原価は主として移動平均法により算定）を採用しております。

　　　②時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

　　　③投資事業組合出資金

　　　　投資事業組合損益のうち、当社に帰属する持分相当損益を「営業外損益」に計上

　　　　するとともに、「投資有価証券」を加減する方法を採用しております。

（３）デリバティブ

　　　時価法を採用しております。

2.たな卸資産の評価基準及び評価方法

売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法に

よって算定）によっております。ただし、生鮮食品については最終仕入原価法によって

おります。

3.固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　建物は定額法、その他の有形固定資産については定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　　　　　２ ～　５０年

器具備品　　　　　　　　４ ～　２０年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

　　　づく定額法を採用しております。

（３）リース資産

　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

4.重要な引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

　　　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

　　　計上しております。
（２）店舗撤退損失引当金

　　　今期中に閉鎖が見込まれる店舗の損失に備えるため、固定資産の当期末簿価額を計上

　　　しております。

（３）ポイント引当金

　　　顧客に付与したポイントの使用による費用発生に備えるため、当事業年度末において

　　　将来利用されると見込まれる額を計上しております。

5.リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

6.消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。



（２）重要な会計方針の変更

特にありません。

（３）貸借対照表に関する注記

　　　1.担保に供している資産及び担保に係る債務

　　　　（1）担保に供している資産

定期預金 １５０ 百万円

建物 ２，３１６ 百万円

土地 ４，６００ 百万円

借地権 １３０ 百万円

差入敷金保証金 ４，８３３ 百万円

投資有価証券 ５ 百万円

計 １２，０３５ 百万円

　　　　（2）担保に係る債務

未払金 ３７５ 百万円

長期リース債務 ７７ 百万円

長期未払金 ５，３７２ 百万円

買掛金 ２ 百万円

計 ５，８２６ 百万円

      2.有形固定資産の減価償却累計額 １２，９８８ 百万円

　　　　　　　及び減損損失累計額

　　　3.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 ９７ 百万円

長期金銭債権 １，０４１ 百万円

短期金銭債務 百万円

長期金銭債務 百万円

（４）損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

営業取引高

商品売上高及び店舗賃貸料他 ６０１ 百万円

商   品   仕    入   高 ２ 百万円

販売費及び一般管理費 ２３１ 百万円

営業取引以外の取引高 百万円



（５）株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度末日における発行済株式数に関する事項

普通株式 株

全部取得条項付種類株式 株

２．当事業年度末における自己株式の数に関する事項

普通株式 株

全部取得条項付種類株式 株

（６）税効果会計に関する注記

繰延税金資産の主な内容は、貸倒引当金損金算入限度超過額、関係会社株式評価損及び繰越

欠損金であります。

なお、繰延税金資産については、評価性引当金を全額計上しております。

（７）リースにより使用する固定資産に関する注記

1.オペレーティング・リース取引

　賃貸借契約によるリース取引
　未経過リース料 １年以内  2,164百万円

１年超 12,296百万円
合　　計 14,461百万円

（注）当社がオーナーと締結している賃貸借契約のうち解約不能条項
　　　が付されているものについて記載しております。

７６

８０，０００

８０，０００



1．親会社 （単位：百万円）

親会社 ㈱ドン・キホーテ 被所有 ４８ 前受収益 ７

　直接100.0％ 資金の援助 ４８５ 買掛金 １,６１３

商品の供給 機器賃借料 ７９ 未払費用 ２５４

販売技術の 利息の受取 ９ 預け金 ４,５５５

援助 利息の支払 ２２５

固定資産の購入 ８１ 未払金 ５６

2．子会社及び関連会社等 （単位：百万円）

（注１）

子会社 ㈱サンブルーム 所有 業務委託料 ８０ 長期未収金 ７４

　直接100.0％ 資金の援助 資金の貸付 ９９

１人 貸倒引当の計上 ２３ １７４

子会社 ㈱長崎屋 所有 1

フォトサービス 商品の仕入 1

　直接100.0％ 資金の援助

子会社 ㈱おあしす 所有 １４３

　直接100.0％ 資金の援助 利息の受取 ７

３人 １０

資金の貸付 ２００ ４６０

貸倒引当の計上 ２００ ４６０

子会社 ㈱サンファンタジー 所有 ２７

　直接100.0％ 資金の援助 ４６１ ６

２人 利息の受取 ９

資金の貸付 ５８０

５８０

子会社 ㈱サン情報開発 所有 消耗品の購入 １１３ ２５

　直接70.0％ 資金の援助 機器の賃借 ０

２人 保守管理費 ６１

１６

業務委託費 １

関連会社 ㈱サンアソート 所有 商品の仕入 ２

　直接30.0％ 資金の援助 固定資産の購入 ４２３

利息の受取 ３

３.兄弟会社等 （単位：百万円）

（注１）

親会社の ㈱ﾊﾟｳ.ｸﾘｴｰｼｮﾝ

子会社 ﾃﾅﾝﾄ事業の ２，９１５ 未払金 ５３０

１人 支援 譲渡負債計 ３，４４６

譲渡対価 １４，７３７

事業譲渡益 １５，２６８

店舗の賃貸 ２５７ 未収金 ２，０８８

預り金 １，０６５

保証金預り ２，２１７ 預り保証金 ２，２１７

親会社の ㈱リアリット １２

子会社 技術の支援 業務委託費 ４４ 未払費用 ３５

３６３

売掛金 ２,０２５

親会社の ドイト㈱ 1

子会社 商品供給 ５ 買掛金 ３

の支援

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で

　　　　決定しております。

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

期末残高

（注２）の名称 （被所有）割合 兼任等 の関係

事業上

属性 会社等 議決権等の所有 関係内容

長期貸付金

未収金

委託計算費

長期貸付金

駐車場料金の受取

未払金

貸倒引当金

商品の仕入

取引の内容

（被所有）割合 兼任等 の関係

（８）関連当事者との取引に関する注記

属性 会社等 議決権等の所有 取引の内容関係内容 科目 期末残高

（注２）

取引金額

属性 会社等

役員の 事業上

の名称

店舗の賃貸

議決権等の所有

６人

関係内容

事業上

の名称 （被所有）割合 兼任等 の関係

（兼任）

役員の

店舗の賃貸

２３

貸倒引当金

長期貸付金

貸倒引当金

科目 期末残高

（注２）

取引金額

駐車場料金の受取

―

（兼任）

（兼任）

店舗の賃貸

（兼任） 譲渡資産計

（兼任）

（兼任）

―

店舗の賃貸

取引の内容

役員の

店舗の賃貸

取引金額 科目

― 商品の仕入

―

委託計算費

未払金

事業譲渡



１．一株当たり純資産額 ４１６，０９８，４０１円１８銭

２．一株当たり当期純利益 ２１７，９１６，０４７円８９銭

　　　特にありません。

１．追加情報

　　　①平成２１年３月３１日に、適格退職金制度を廃止しております。

　　　　これにより、退職給付引当金額と確定退職金額の差額１９億９７百万円

　　　　を特別利益に計上しております。

　　　②平成２１年４月１日に、テナント事業を㈱パウ.クリエーションに売却しております。

　　　　これにより、特別利益１５２億６８百万円を計上しております。

（９）１株当たり情報に関する注記

（１０）重要な後発事象に関する注記

（１１）その他に関する注記


